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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

オートメーションシステムへの投資に関する経費の追加控除  

2020年9月23日付で公表された勅令第710号は、企業又はパートナーシップがオートメーショ

ンシステムへの投資プロジェクトとして機械装置（機械装置に接続されるコンピュータープロ

グラムを含む）に支出された実額（修理等に要した金額を除く）の100%相当額の追加

控除（合計で200%相当額）を受けられる旨を規定しました。本勅令が定める規則と基

準は、以下のとおりです。 

- 歳入局長官が認定した機関によって正式に認証されたオートメーションシステム投

資プロジェクトの用に供する機械装置又はコンピュータープログラムであること 

- 未使用の機械装置又はコンピュータープログラムであること 

- 2019年1月1日から2020年12月31日までの間に支出されたオートメーションシステ

ム投資プロジェクトに関する経費であること 

- タイ歳入法に基づいて減価償却可能な機械装置又はコンピュータープログラムで、

2020年12月31日までに使用可能な状態であること 

- 機械装置又はコンピュータープログラムがタイ国内に所在すること 

- 機械装置又はコンピュータープログラムの全部又は一部が、タイ歳入法に基づく他

の勅令の税制優遇措置を受けていないこと 
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- 機械装置又はコンピュータープログラムの全部又は一部が、投資促進に関する法

律、対象産業における国の競争力増進に関する法律又は東部特別開発区に

関する法律に基づく法人所得税の免税措置を受ける事業に使用されていないこ

と 

- 企業又はパートナーシップが、規定、手続、条件及び期間に沿った投資プロジェク

ト計画及び支払計画を作成して歳入局長官に通知すること 

企業又はパートナーシップが勅令で掲げる規則、規定又は基準を遵守しない場合、追加

控除の優遇措置を享受する権利を喪失するため、控除した会計期間の法人所得税を計

算する際には追加控除した金額を益金とする必要があります。ただし、機械装置又はコン

ピュータープログラムが売却されたり、損壊、紛失、又は陳腐化した場合、追加控除の優遇

措置を享受する権利は本事象が発生した会計期間に喪失するものの、それ以前の会計

期間に適用された追加控除は法人所得税を計算する際に益金として含める必要はありま

せん。 

 

対象産業の従業員に支払われる経費の追加控除  

2020 年 9 月 23 日付で公表された勅令第 711 号は、対象産業に係る国の競争力増進

に関する法律の下で、対象産業を営む企業又はパートナーシップが、科学、テクノロジー、エ

ンジニアリング及び数学の分野で高度なスキルを有する従業員との雇用契約に基づく給与

として実際に支払われた金額の 50%相当額の追加控除（合計で 150%相当額）を受け

られる旨を規定しました。当該 50%相当額の追加控除は、2019年 1月 1日から 2020年

12 月 31 日までの間に実際に支払われた従業員の給与に対して適用されます。追加控除

額は月換算ベースで 10万タイバーツが限度とされます。適用対象となる従業員は、歳入局

長官が認定した機関によって認められ、かつ、2019 年 1 月 1 日から 2020 年 12 月 31 日

までの間に雇用契約に基づいて勤務を開始した者に限られます。なお、当該適用を受ける

勤務開始日前の 1年以内に、対象産業における国の競争力増進に関する法律の下で対

象産業を営む企業又はパートナーシップの従業員であった者は適用対象とはなりません。 

 

従業員のトレーニングに支払われる経費の追加控除  

2020 年 9 月 23 日付で公表された勅令第 712 号は、企業又はパートナーシップが、2019

年 1 月 1 日から 2020 年 12 月 31 日までの間に、歳入局長官が認定した国家機関によ

って認められたカリキュラムに基づく学習又はトレーニングコースに従業員を参加させるか、従

業員のためのトレーニングコースを開催するために支出した経費の額の 150%相当額の追加

控除（合計で 250%相当額）を受けられる旨を規定しました。本勅令は、投資促進に関

する法律、対象産業における国の競争力増進に関する法律又は東部特別開発区に関す

る法律に基づく法人所得税の免税措置を受ける事業で上述の経費の全部又は一部が

生じていた企業又はパートナーシップは適用対象とならない旨を規定しています。  

 

教育機関への寄附に関する控除 

2020年9月23日付で公表された勅令第713号は、個人、企業又はパートナーシップが2020

年1月1日から2021年12月31日までの間に電子寄附システムを通じて特定の教育機関に

寄附した場合、その控除額を倍増する旨を規定しています。個人の場合、本規定の適用

は現金による寄附に限られます。企業又はパートナーシップの場合、現金の他にも資産の寄

附が本規定の適用対象として認められています。公立教育機関、私立学校に関する法律

に基づく私立学校（非公式の私立学校を除く）、私立大学に関する法律に基づく私立

大学又はタイ政府と国連機関の条約或いは合意に基づいてタイ国内で設立された教育

機関への寄附が控除対象となります。ただし、控除額は本勅令に定められている金額が限



度とされます。さらに、本勅令が掲げる規則と基準に従って行われた寄附については法人所

得税、付加価値税、特定事業税、印紙税が免税とされる旨も規定されています。  

 

税金の計算に用いる為替レート 

2020年9月25日付で公表された財務省通達は、歳入法第3条（15）に基づき、納税目

的で外国通貨をタイバーツに換算する際の規則と基準を明らかとしています。歳入法第3条

（15）に基づき、納税日の2日前の日にタイ銀行が通知する基準相場が換算目的で使

用されます。本通達は、2020年7月17日以降に適用されます。  

 

電子証書に係る印紙税の現金納付基準  

2020年9月15日付で交付された歳入局長官通達第60号は、以下に掲げる証書に課され

る印紙税については電子証書に係る現金による印紙税支払申請書（Form Or.Sor.9）を

用いて現金納付することができる旨を規定しています。 

- 請負契約 

- 金銭消費貸借契約又は当座借越契約 

- 委任状 

- 企業の会議での投票委任状 

- 保証契約 

本通達は 2020 年 9 月 29 日から 2020 年 12 月 31 日までの間に作成された証書に適

用されます。印紙税の支払義務者は、歳入局のウェブサイトからオンラインで Form Or.Sor.9

を提出し、かつ、本通達が定める規則と基準に従う必要があります。  

生分解性プラスチック製品の購入に関する控除の規則と基準 

2020 年 6 月 22 日付で公表された勅令第 702 号は、企業又はパートナーシップが VAT 事

業者から生分解性プラスチック製品を購入するために支出した額の 25%相当額（合計で

125%相当額）を追加控除できる旨を規定しています。追加控除の恩典を享受するために

は、生分解性プラスチック製品が工業省に認定される必要があります。追加控除は、2019

年 1 月 1 日から 2021 年 12 月 31 日までの間に支出された経費の額に適用されます。

2020 年 9 月 9 日付で公表された歳入局長官通達（第 388 号）は、勅令第 702 号に

基づく追加控除の規則と基準を明らかとしました。例えば、以下のとおりです。 

- 追加控除の対象となる生分解性プラスチック製品には、ごみ袋、プラスチック製コ

ップ、使い捨ての皿、プラスチック製のトレイ等が含まれます 

- 追加控除の恩典を申請する企業又はパートナーシップは、本勅令が定める報告

書を作成する必要があります 

 

ATIGA の手続方法の改定 

このほど、ASEAN 物品貿易協定（ASEAN Trade in Goods Agreement：以下「ATIGA」）

の加盟国は、特定原産地証明書（Form D）の発行に関する規則を定めた「運用上の証

明手続」（Operational Certificate Procedure ：以下「OCP」）に幾つかの改定を行いまし

た。Form D は、タイから他の ATIGA 市場への物品輸出に関する特恵関税を保証するもの

です。本改定には、全 ASEAN 自己証明制度（ASEAN-Wide Self Certification：以下

「AWSC」）とも呼ばれる ATIGA に基づく自己証明制度や、Form D の充足要件の変更が

含まれます。これらの改定は、ASEAN 加盟国間の貿易に係る関税手続の簡素化を目的と

しています。  

 



タイでは、外国貿易局（Department of Foreign Trade：以下「DFT」）と関税局により、

2020 年 9 月 20 日以降に発効する複数の規則による改定 OCP と AWSC が導入されまし

た。  

 

AWCS（全 ASEAN 自己証明制度） 

タイの改定 AWSC 制度により、DFT に登録される「認定輸出者」は輸出関連書類（商用

インボイス、請求明細書、荷渡し指図書、パッキングリスト等）を自己証明できるようにな

りました。この制度改定により、従来の冗長で面倒な手続であった DFTから求められる原産

地証明書（Form D 又は e-Form D）の代わりに、「原産地申告書」をもって ATIGA の恩

典を享受することができます。   

 

「認定輸出者」になって ATIGAに基づく輸出を自己証明するには、企業は DFTに申請書を

提出し、一連の条件に準拠していることを証明する必要があります。認定輸出者のステータ

スが承認された場合、2 年間有効です（その後、ステータスの更新も可能）。認定輸出者

は、本制度に基づき、自己証明する予定の製品を DFT に登録する必要もあります。この要

件を満たさない場合、係る製品は自己証明することができず、輸出先国での輸入時に特

恵関税を享受するために Form D が求められることになります。 

 

「原産地申告書」それ自体も形式的手続の対象となります。また、「認定輸出者」は、自

己証明に関する文書を、自己証明を行った日から 3年間保持する義務を負い、自己証明

された製品の輸出に関する月次報告書を翌月 15日までに提出する必要があります。本月

次報告書を 3 カ月間連続して提出しない場合、自己証明を行うことが差し止められる可

能性があります。 

 

ATIGA に基づく改定運用上の証明手続 

AWSC の他、タイでは 2020 年 9 月 20 日から改定運用上の OCP が導入されています。改

定された手続は、以下のとおりです。 

 

- 連続する原産地証明書（Certificate of Origin : 以下「CO」）の使用 

連続する CO のボックス 7 に、CO（Form D、e-Form D、又は原産地申告書）の

参照番号と発行日を記入する必要があります。 

タイ当局は、連続する CO（Form D、e-Form D、又は原産地申告書）を第三国

との請求取引で使用することを許可するようになりました。この場合、ボックス 13の

「Third country invoicing（第三国との請求取引）」にチェックマークを入れ、第三

国に所在する企業名と国をボックス 7 に記入した上で、輸入時には連続する CO

を発行する国に所在する企業から発行された請求書を COとともに提出することが

求められます。  

上記の規定は、直近で公表された ASEAN を原産地とする物品の関税の減免に

係る条件と手続に関する規則に含まれています。  

 

- FOB 価格 

従前は Form D のボックス 9 に FOB 価格を記載する必要がありました。しかしなが

ら、改定 OCP では、FOB 価格を記載する要件がなくなりました。この変更は、第

三国が請求する場合において、サプライヤーが当初の輸出価格を最終的な物品

の受領者に開示することを望まない場合に特に有用となります。ラオス、カンボジ

ア、インドネシアへの一部の輸出に関しては、この規則の例外とされています。  

 
 
 



- 電子署名・捺印（Electronic Signature and Seal 以下「ESS」） 

9 月 20 日以降、DFT は Form D の発行に関して、デジタル署名（Digital 

Signature ：以下「DS」）システムの代わりに ESS システムを導入しました。DS シス

テム（Form D）は 2020 年 9 月 19 日をもって終了しています。 

 

今後の対応 

輸出企業は、現行規則を遵守するために、ATIGA の改定 OCP に基づく ASEAN 諸国への

輸出に際して Form D を取得するための社内手続を再確認して必要な改訂を行う必要が

ある可能性があります。 

 

関税手続を簡素化するため、企業は AWSC 制度の採用を検討することも可能です。その

場合、まずは自社がタイ法に基づく認定輸出者としての条件及び要件を充足しているか検

討することが推奨されます。 

 

より詳細な情報又はサポートが必要な場合には、デロイトの関税・貿易専門家までお気軽

にご連絡ください。   
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matters for 175 years and will continue to do so 
for many years to come. 
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